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1. 当社は、平成30年11月13日(火)に証券アナリスト・機関投資家向けの決算説明会を開催する予定です。この説明会で配布する資料につき
ましては、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。

2. 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料
Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報」をご覧ください。

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

 30年3月期２Ｑ

※　注記事項

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 有

① 期末発行済株式数(自己株式を含む)

1,132,872株 

20,757,905株 

（注）

19,625,488株 

 31年3月期２Ｑ

20,757,905株  30年3月期

(3) 発行済株式数（普通株式）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

③ 期中平均株式数(四半期累計)

 30年3月期② 期末自己株式数 1,132,818株 

 31年3月期２Ｑ 19,625,082株 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更

② ①以外の会計方針の変更 無

③ 会計上の見積りの変更 無

 31年3月期２Ｑ

詳細は、添付資料Ｐ．２「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項　(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要」をご覧ください。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、米国においては法人減税による景気押し上げ効果もあって成長が
加速する中、米国の長期金利が上昇しております。また、米中間の貿易摩擦が中国における景況感の悪化を招
いており、今後の行方次第では米国、ひいては世界経済への影響が懸念されます。

車載市場では足下、中国における需要の冷え込みが見られるものの、ADAS(先進運転支援システム)機器に使
用される車載用カメラやレーダ向けの販売が増え、車載向けの売上高は前年同四半期比で増加いたしました。
また、おサイフケータイなどに使用される無線通信規格であるNFC(Near Field Communication)機能向けに超小
型水晶振動子の売上高が増えました。一方、中国スマホメーカー向けを中心に、TCXO(温度補償水晶発振器)か
ら低価格化が進む温度センサ内蔵水晶振動子への需要のシフトが進んだ結果、移動体通信向けの売上高は前年
同四半期比で減少いたしました。

 (1) 経営成績に関する説明

 (1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

なお、業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、実際の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は21,218百万円(前年同四半期比4.6％減)、営業損失は494百
万円(前年同四半期は営業損失396百万円)、税引前四半期損失は715百万円(前年同四半期は税引前四半期損失
408百万円)、四半期損失は753百万円(前年同四半期は四半期損失546百万円)となりました。また、在外営業活
動体の換算差額が96百万円減少する等、税引後その他の包括損失が96百万円となったことから、四半期包括損
失合計は850百万円(前年同四半期は四半期包括損失合計85百万円)となりました。

 (2) 財政状態に関する説明

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の24.8％か
ら1.0ポイント低下して23.8％となりました。

前連結会計年度末に比べ、総資産は、現金及び現金同等物の増加703百万円、棚卸資産の増加659百万円、未
収消費税等の減少1,161百万円、有形固定資産の減少583百万円等により486百万円減少して60,329百万円となり
ました。負債は、借入金等の増加2,104百万円、営業債務その他の未払勘定の減少1,656百万円等により286百万
円増加して45,994百万円となりました。親会社の所有者に帰属する持分は、四半期包括損失合計850百万円等に
より772百万円減少して14,335百万円となりました。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

 (3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　平成30年５月11日に公表した連結業績予想から変更ありません。

当社は、４月に立ち上げた調達本部においてグループ全体の資材調達業務を一本化し、予定どおり材料費の
コストダウンを進めております。また、生産性の向上と間接部門のスリム化を進め、固定費の圧縮を図ってお
ります。第３四半期は引き続き売上高が伸びる見通しであり、黒字転換を見込んでおります。

 (2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更の概要

　当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測
定する金融資産に分類しております。

　該当事項はありません。

当初認識後は実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却額及び認
識が中止された場合の利得または損失は、当期の純損益で認識しております。

（a）償却原価で測定する金融資産

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をそ

の他の包括利益で表示するという取消不能な選択をした資本性金融商品につきましては、その他
の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識しております。当
該金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得または損失の累計
額を利益剰余金に直接振り替えております。
　なお、当該金融資産からの配当金につきましては純損益として認識しております。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・
フローが特定の日に生じる。

　　① 金融資産の分類及び測定
　・IFRS第９号「金融商品」

当社グループは、IFRS第９号を適用したことにより、保有する金融資産を以下の区分に分類してお
ります。この分類は、金融資産の当初認識時に決定しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデ
ルに基づいて保有されている。
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金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係る
貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しております。金融資産に係る信用リスクが当初認
識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同
額で測定しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する
　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

IFRS第９号の適用にあたり、当社グループは、分類及び測定(減損を含む)規定に関して過年度の比較
情報を修正再表示しないことを認める例外規定を適用いたしました。また、適用開始日現在の事実及び
状況に基づき、以下の評価を実施いたしました。
　・金融資産が保有されている事業モデルの判定
　・FVTPLで測定する特定の金融資産及び金融負債の指定及び従前の指定の取消し
　・売買目的保有ではない資本性金融商品への投資をFVOCI区分に指定すること

当社グループは、IFRS第15号を適用したことにより、以下の５つのステップアプローチに基づき、収
益を認識しております。

なお、IFRS第15号の適用による当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はありま
せん。

当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減損損失を減額する場
合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。

（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　　② 金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産につきましては、当該金融資産に係る予想信用損失に対して貸倒引当

金を認識しております。

償却原価で測定する金融資産、またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。
　当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。

当社グループは、連結会計期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく
増大したかどうかを評価しております。

但し、重大な金融要素を含んでいない営業債権等につきましては、常に貸倒引当金を全期間の予想
信用損失と同額で測定しております。

当該方法の採用により、当第２四半期連結累計期間のその他の資本の構成要素期首残高が72百万円増
加、利益剰余金期首残高が５百万円増加しております。

なお、IFRS第９号の適用による当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はありま
せん。

IFRS第15号の適用にあたり、当社グループは過年度の連結財務諸表を修正再表示しないことを認める
経過措置を適用しております。

  ・IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」
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３．要約四半期連結財務諸表及び主な注記
(1) 要約四半期連結財政状態計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期
連結会計期間末

(平成30年９月30日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び現金同等物 6,851 7,555

　　営業債権 10,878 10,785

　　棚卸資産 13,740 14,400

　　未収法人所得税等 17 18

　　デリバティブ資産 223 28

　　その他 2,961 1,652

　　流動資産合計 34,673 34,439

　非流動資産

　　有形固定資産 23,618 23,035

　　無形資産 251 254

　　その他の金融資産 1,303 1,599

　　繰延税金資産 655 678

　　その他 313 322

　　非流動資産合計 26,143 25,890

　資産合計 60,816 60,329

負債の部

　流動負債

　　借入金等 16,611 17,337

　　営業債務その他の未払勘定 9,892 8,235

　　デリバティブ負債 28 237

　　引当金 518 335

　　未払法人所得税等 122 109

　　その他 1,096 972

　　流動負債合計 28,270 27,229

　非流動負債

　　借入金等 13,325 14,703

　　繰延税金負債 205 250

　　従業員給付 3,448 3,384

　　引当金 120 117

　　政府補助金繰延収益 100 72

　　その他 237 237

　　非流動負債合計 17,438 18,764

　負債合計 45,708 45,994

資本の部

　親会社の所有者に帰属する持分

　　資本金 10,649 10,649

　　資本剰余金 8,562 3,069

　　その他の資本の構成要素 △640 △664

　　利益剰余金 △3,463 1,281

　　親会社の所有者に帰属する持分合計 15,108 14,335

　資本合計 15,108 14,335

負債及び資本合計 60,816 60,329
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(2) 要約四半期連結包括利益計算書

(単位：百万円)

( 自 平成29年４月１日 ( 自 平成30年４月１日
至 平成29年９月30日 ) 至 平成30年９月30日 )

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

研究開発費

その他の営業収益

その他の営業費用

営業損失（△）

金融収益

金融費用

税引前四半期損失（△）

法人所得税費用

四半期損失（△）

その他の包括利益

　純損益に振り替えられることのない項目

　　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　　振替のない項目に係る法人所得税

　　小計

　純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目

　　在外営業活動体の換算差額

　　キャッシュ・フロー・ヘッジ

　　売却可能金融資産の公正価値の変動

　　純損益に振り替えられた売却可能金融資産の公正価値の変動

　　振替の可能性のある項目に係る法人所得税

　　小計

　税引後その他の包括利益又は税引後その他の包括損失（△）

四半期包括損失合計（△）

四半期利益の帰属

　親会社の所有者に帰属する四半期損失（△）

四半期包括利益合計額の帰属

　親会社の所有者に帰属する四半期包括損失（△）

(単位：円)

１株当たり四半期利益

　基本的１株当たり四半期損失（△）

△85 △850

△27.83 △38.41

△546

90

△96

38

85

98

－ 18

△1

―43

―

464

― △18

20

△753

当第２四半期連結累計期間

156

3,540

3,159

940

△408

137

△546

21,218

17,678

200

421

△753

△715

△115

－ △2

　　【第２四半期連結累計期間】

460

△85

△45

189

前第２四半期連結累計期間

22,241

18,400

△850

△96

―

△396 △494

460

3,840

3,322

901

202

－
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(3) 要約四半期連結持分変動計算書

平成29年４月１日時点の残高

四半期包括利益

　四半期損失（△）

　その他の包括利益

　四半期包括損失合計（△）

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成29年９月30日時点の残高

平成29年４月１日時点の残高

四半期包括利益

　四半期損失（△）

　その他の包括利益

　四半期包括損失合計（△）

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　剰余金の配当

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成29年９月30日時点の残高 △53 △510 △564 6,304 24,952 24,952 

― ― ― △196 △196 △196 

― ― ― △196 △196 △196 

― △196 △196 △196 

― △0 △0 

△3 464 460 △546 △85 △85 

464 460 460 460 

― △546 △546 △546 

△3 

△49 △975 △1,025 7,046 25,234 25,234 

売却可能
金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

その他の
資本の構成
要素合計

10,649 11,353 △2,789 8,563 

その他の資本の構成要素

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

― ― △0 △0 

― ― △0 △0 

― 

△0 △0 

― ― ― ― 

― 

― 

(単位：百万円)

資本金

資本剰余金

株式払込
剰余金

自己株式
資本剰余金

合計

10,649 11,353 △2,789 8,563 
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平成30年４月１日時点の残高

会計方針の変更

平成30年４月１日時点の残高（調整後）

四半期包括利益

　四半期損失（△）

　その他の包括利益

　四半期包括損失合計（△）

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　資本剰余金から利益剰余金への振替

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成30年９月30日時点の残高

平成30年４月１日時点の残高

会計方針の変更

平成30年４月１日時点の残高（調整後）

四半期包括利益

　四半期損失（△）

　その他の包括利益

　四半期包括損失合計（△）

所有者との取引額

　所有者による拠出及び所有者への分配

　　自己株式の変動額

　　資本剰余金から利益剰余金への振替

　　所有者による拠出及び所有者への分配合計

　所有者との取引額合計

平成30年９月30日時点の残高

△96 △96 

― 

△0 

14,335 

― ― ― 5,493 △0 ― 

― 

△0 

△850 

△0 

78 

15,186 

△753 

△96 

資本合計

15,108 

47 △693 △664 1,281 14,335 △18 

― ― ― 5,493 △0 ― 

― 5,493 ― 

― △0 

18 △96 △96 △753 △850 △18 

18 △18 △96 

△753 △753 

29 △596 △567 △3,458 15,186 ― 

72 ― 72 5 78 ― 

△43 △596 △640 △3,463 ― 

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ
・フロー・

ヘッジ

その他の
資本の構成
要素合計

10,649 5,859 △2,790 3,069 

利益剰余金

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の資本の構成要素

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

15,108 

― △5,493 △0 △5,493 

― △5,493 △0 △5,493 

△5,493 △5,493 

△0 △0 

― ― ― ― 

― 

― 

― ― ― ― 

10,649 11,353 △2,790 8,562 

株式払込
剰余金

自己株式
資本剰余金

合計

10,649 11,353 △2,790 8,562 

(単位：百万円)

資本金

資本剰余金
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(4) 要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

( 自 平成29年４月１日 ( 自 平成30年４月１日
至 平成29年９月30日 ) 至 平成30年９月30日 )

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前四半期損失（△）

　減価償却費及び償却額

　固定資産売却益

　その他の金融資産売却益

　その他の金融資産評価損

　営業債権の増減額（△は増加）

　棚卸資産の増減額（△は増加）

　未収消費税等の増減額（△は増加）

　営業債務の増減額（△は減少）

　デリバティブ資産の増減額（△は増加）

　デリバティブ負債の増減額（△は減少）

　引当金の増減額（△は減少）

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　法人所得税等の支払額又は還付額（△は支払）

　その他

　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　無形資産の取得による支出

　その他の金融資産の取得による支出

　有形固定資産の売却による収入

　その他の金融資産の売却による収入

　その他

　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入

　長期借入金の返済による支出

　短期借入金の純増減額（△は減少）

　配当金の支払額

　自己株式の純増減額（△は増加）

　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

為替変動による影響

現金及び現金同等物の四半期末残高

672

△469

△1

7,500

△0

7,555

440 546

1,984

6,851

△5,043

30

△3

△3,224

△4,500

△0

△196

10,024

141

△3,467

2

△45

△2,366

△2,165

△704

△40

△437

1,053

△45

△6

― 107

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

△715

1,721

△408

1,975

6

△42

△429

13,350

△655

8,500

△4,459

△3

△25

105

1,202

△588

287

1,089

△86

△1,084

△1,457

△25

37 25

△83

△559

194

209

△25

△132

△37

85

0 △186

556

△3,195

△63

△64

△52

412
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(5) 要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

当社グループの事業内容は、水晶振動子、水晶機器等の水晶デバイス、応用機器、人工水晶及び水晶片等
の水晶関連製品の一貫製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告セグメン
トは単一となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

（セグメント情報）

（表示方法の変更）

当該変更に伴い、比較情報である前第２四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
についても表示方法を変更しております。

  ・要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（親会社の所有者に帰属する持分の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示しておりました「投
資有価証券売却益」は、要約四半期連結財務諸表の一覧性を高めるため、当第２四半期連結累計期間より
「その他の金融資産売却益」として表示しております。

  ・要約四半期連結財政状態計算書

この結果、前連結会計年度において、「非流動資産」に表示していた「投資有価証券」1,079百万円及び
「その他」に含めていた金融資産224百万円は、「その他の金融資産」1,303百万円として組み替えておりま
す。

前連結会計年度において、「非流動資産」に独立掲記して表示していた「投資有価証券」及び「その他」
に含めていた金融資産は、要約四半期連結財務諸表の一覧性を高めるため、当第２四半期連結累計期間より
「その他の金融資産」として一括掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年
度の要約連結財務諸表の組替えを行っております。

また、前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」に表示しておりまし
た「投資有価証券その他の資産の取得による支出」及び「投資有価証券その他の資産の売却による収入」
は、要約四半期連結財務諸表の一覧性を高めるため、当第２四半期連結累計期間より、それぞれ「その他の
金融資産の取得による支出」及び「その他の金融資産の売却による収入」として表示しております。

当第２四半期連結累計期間

％

6,366  

60.5

30.0

　品目別の売上高は以下のとおりであります。

増減比

前第２四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日
  至 平成29年９月30日)

(自 平成30年４月１日
  至 平成30年９月30日)

金　　額 金　　額

品　目
増　　　減

金　　額 構成比 構成比

そ の 他

　・製品及びサービスに関する情報

（単位：百万円）

21,218  

2,030  

12,830  

9.1

22,241  100.0

2,021  

57.9

33.0

12,873  

7,338  

合 計 100.0

  ・一般情報

△1,022  

％

△971  

△4.6 

△0.3 

△13.2 

△42  

△0.5 △9  

％

9.5

水 晶 振 動 子

水 晶 機 器

－ 9 －


